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本日の評価方法等について 

（第二部会） 

 

１ 評価の対象 

平成 26 年度に終了したプロジェクト研究課題、事項立て研究課題の事後評価 

 

２ 評価の目的 

  「国の研究開発評価に関する大綱的指針」、「国土交通省研究開発評価指針」等に基

づき、研究開発の成果や活用状況等について評価を行い、今後の研究開発の改善等に

反映することを目的としている。 

 

３ 評価の視点 

  【事後評価】＜事後評価シート参照＞ 

研究課題毎に、必要性、効率性、有効性の観点を踏まえ、「研究の実施方法と体制

の妥当性」「目標の達成度」について事後評価を行います。 

【必要性】科学的・技術的意義、社会的・経済的意義、目的の妥当性等 

【効率性】計画・実施体制の妥当性等 

【有効性】目標の達成度、新しい知の創出への貢献、社会・経済への貢献、 

人材の育成等 

 

４ 進行方法 

当部会が担当となっている研究課題毎に評価を行います。 

（１）評価対象課題に参画等している委員の確認 

評価対象課題に参画等している委員がいる場合、対象の委員は当該研究課

題の評価には参加できません。 

（該当課題） 

・木造３階建学校の火災安全性に関する研究：長谷見委員、清野委員 

 

（２）研究課題の説明（１５分） 

研究内容、必要性・効率性・有効性の観点等からの説明。 

 

（３）研究課題についての評価（２０分） 

① 主査及び各委員により研究課題について議論 

※ 意見については「評価シート」に逐次ご記入下さい。 

② 審議内容、評価シートをもとに、主査に総括を行っていただきます。 

 

５ 評価結果のとりまとめ及び公表 

評価結果は審議内容、評価シート及び事前意見をもとに、後日、主査名で評価結果

としてとりまとめ、議事録とともに公表します。 

なお、議事録における発言者名については個人名を記載せず、「主査」、「委員」、「事

務局」、「国総研」等として表記するものとします。 
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（参考）研究評価委員会分科会（12 月開催）の開催日程  
○第 4 回研究評価委員会分科会（第一部会） 

平成 27 年 12 月 15 日（火） 13:00～16:30 於：TKP 神田ビジネスセンター         

 

○第 5 回研究評価委員会分科会（第三部会） 

平成 27 年 12 月 18 日（金） 11:00～12:00 於：九段第三合同庁舎 

 

●第 6 回研究評価委員会分科会（第二部会） 

平成 27 年 12 月 18 日（金） 13:00～16:00 於：九段第三合同庁舎  
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研究概要書：外装材の耐震安全性の評価手法・基準に関する研究 
 

プロジェクトリーダー：建築品質研究官  鹿毛忠継 
関 係 研 究 部 ：建築研究部、住宅研究部 
研 究 期 間：平成２４年度 ～ 平成２６年度 
総 研 究 費：約４５百万円 
技術研究開発の段階：初期段階 

 
 
１．研究開発の概要 

従来からタイル・モルタル等の湿式外装材（以下、外装材と略す）は大地震でなくても

建物のわずかな変形で被害が発生する事が知られており、東日本大震災では剥離・剥落等

の損傷が多く発生した。これを踏まえ本研究では、(1)耐震安全性の評価技術・手法に関す

る調査、(2)耐震安全性の評価手法に関する実験的検討、(3)耐震安全性を評価するために

必要な各種材料・工法の特性値の確認、(4)既往の地震等による外装材の被害調査、(5)外

装材の耐震安全性評価に関わる各種技術資料の整備、(6)外装材の地震後の健全性診断技術

の整備、を行う。 

 
２．研究開発の目的・目標 
耐震安全性に関して法令や技術指針類では整備が不十分な外装材を対象に、①外装材の

耐震安全性を考慮した剥落防止のための技術基準類の確立、及び②地震後の外装材の健全

性を評価する方法の確立、を目指す。 

 
３．自己点検結果 
（必要性） 
外装材の構造については、建築基準法施行令第 39 条及び昭和 46 年建設省告示第 109 号で

規定されているが、取付け方法を含め技術的基準については、十分には整備されていない

ため、東日本大震災のような大地震では、人命に関わる非構造部材の落下事故が多数発生

した。更に、東海・東南海地震の発生率は今後 30年で 87％と予想され、建築物の「安全・

安心」確保の観点から、これらの技術基準の整備は社会的な要望が高い。 
 

（効率性） 
学協会等で取り纏められる非構造部材の耐震設計方法や施工方法等の指針類は、変化す

る外装材の材料や工法を即時に外壁施工を反映できていない場合もあり、定期的な見直し

が必要である。耐震安全性に関する技術基準類の整備を行うため、公的試験・研究機関や

民間関連団体等との共同研究を含めた連携を行うことが効果的かつ効率的である。また、

これら技術基準類を現行法令や標準仕様書等へ反映するためには、本省住宅局や官庁営繕

部との連携を図りながら行うことが効率的である。 
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●研究の実施体制 

 

  耐震安全性に関する技術基準類の整備を行うため、国土交通省官庁営繕部との連携

をはかり東日本大震災による被災建物の実態調査の実施ならびに関連法令および標準

仕様書等への反映を図る。全国タイル業協会や ALC 協会等の外装材の民間関連団体か

らの情報収集および意見交換などを行う。また、国立研究開発法人建築研究所とは実

験研究等における連携を図る。日本建築学会とは、非構造部材の耐震基準や JASS 19

（陶磁器質タイル張り工事）等の湿式外装材の施工に関する情報収集および意見交換

を行う。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

裏面有り

実験施設の供用等およ
び非構造部材の検討に
関する連携を図った

民間関連団体が有する各工法の
耐震性等に関わる既存の技術資
料の収集ならびに耐震性に関す
る意見交換を行った

国土技術政策総合研究所

◇地震被災建物の調査

◇外装材の地震被害調査
報告書・文献類の収集

◇材料実験・構造実験の
実施

国立研究開発法人
建築研究所

全国タイル業協会

ALC協会、押出成形セ
メント協会、プレキャ
スト協会

官庁営繕部、地方自治体、
大学

官庁営繕部等とは、被災建物の情
報収集・現地調査に関する協力、
ならびに、標準仕様書等を改正す
る際に本研究成果を反映させるた
めの意見交換を行った

日本建築学会

非構造部材の耐震基
準やJASS 19に関す
る情報収集、意見交
換を行った
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●研究の年度計画と研究費配分 

 

年度計画と研究費配分 

区分 

（目標、テーマ、分野等） 

実施年度 
総研究費 
約４５ 

［百万円］ 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 研究費配分 

１．湿式外装材の耐震安全性を考慮した剥落
防止のための技術基準類の確立 

   
約３８ 

［百万円］ 

1-1. 耐震安全性の評価技術・手法に関
する調査 

   

０．４ 

1-2. 耐震安全性の評価手法に関する実
験的検討 

   

１８．８ 

1-3. 耐震安全性を評価するために必要
な各種材料・工法の特性値の確
認 

   

１４．４ 

1-4. 湿式外装材の耐震安全性評価に関
わる各種技術資料の整備 

   

４．３ 

２．地震後の湿式外装材の健全性を評価する
方法の確立 

   
約７ 

［百万円］ 

2-1.湿式外装材の地震被害に対する調 

査・診断の実施状況調査 

   

２．６ 

2-2.湿式外装材の地震後の健全性診断 
技術の整備 

   

４．６ 

 

（有効性） 
これまで不十分だった外装材についての技術基準等の整備を行うことにより、設計段階

においては、建築基準法に基づく外装材の耐震安全性に関する技術基準類への反映が図ら

れる。例えば、国交省通知等による技術的助言や技術ガイドライン、公共建築工事標準仕

様書等への反映、が考えられる。地震後においては、外装材の健全性評価に関する技術基

準類への反映が図られる。例えば、建築基準法第 12条における調査・報告の実施基準、応
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急危険度判定マニュアルへの反映が考えられる。 

 
４．今後の取り組み 

1）ダイアゴナル試験法については、試験準備段階における試験体製作と装置への設置 

が煩雑で非常に難しいという課題があるため、治具等の改良を行い簡便な耐震性評価 

試験法として普及を目指す。 
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鉄

骨
鉄

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
造

建
築

物
の

外
装

材
の

応
急

危
険

度
判

定
に

つ
い

て
追

記
事

項
の

提
案

を
行

っ
て

い
く

。

○

研
究

課
題

名
：
外

装
材

の
耐

震
安

全
性

の
評

価
手

法
・
基

準
に

関
す

る
研

究

(2
) 

地
震

後
の

外
装

材
の

健
全

性
を

評
価

す
る

方
法

の
確

立

耐
震

安
全

性
に

関
し

て
法

令
や

技
術

指
針

類
で

は
整

備
が

不
十

分
な

外
装

材
を

対
象

に
、

①
外

装
材

の
耐

震
安

全
性

を
考

慮
し

た
剥

落
防

止
の

た
め

の
技

術
基

準
類

の
確

立
、

及
び

②
地

震
後

の
外

装
材

の
健

全
性

を
評

価
す

る
方

法
の

確
立

、
を

目
指

す
。

(1
) 

外
装

材
の

耐
震

安
全

性
を

考
慮

し
た

剥
落

防
止

の
た

め
の

技
術

基
準

類
の

確
立
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研究概要書：建築火災時おける避難安全性能の算定法と目標水準 

に関する研究 
 

研 究 代 表 者 名：建築研究部 防火基準研究室 林吉彦 
関 係 研 究 部：建築研究部 
研 究 期 間：平成２４年度～平成２６年度 
総 研 究 費：約４５百万円 
技術研究開発の段階：初期段階 

 
 
１．研究開発の概要 

建物火災時の避難安全性能について、工学的火災リスクを指標として確率論に基づく算定法を開発す

る。また、上記の火災リスク算定法を用いて、現行の仕様規定及び避難安全検証法で達成される避難安

全性能を基に、建築物が備えるべき避難安全性能の水準を提示する。 
 
２．研究開発の目的・目標 
本研究では、建物特性、在館者特性に応じた合理的な避難安全性能の確保に向け、以下の目標を設定

する。 

 ①火災リスク算定法の開発、②避難安全性能の目標水準の提示 

 目標とする火災リスク算定法は、現行の避難安全検証法に対し、任意の火災シナリオの下、逃げ遅れ

人数を特定する。また、病院、児童福祉施設等のように自力で避難することが困難である用途に対して

も適用可能とする。 

 

３．自己点検結果 
（必要性） 
性能規定化の推進が必要とされるところ、高齢化に伴う火災被害の増加（グループホーム火災）、基

準法で想定していない用途（個室ビデオ店等）の火災被害が発生しており、避難安全上の問題が顕在化

している。建物特性、在館者特性に応じた避難安全性能の早期確保が重要である。 

（効率性） 
本省住宅局及び（研）建築研究所とともに、基準改正を見据えて連携を図るとともに、日本火災学会

等に所属する有識者および実務者らに意見聴取することで研究内容の妥当性を確認しながら検討を進

めた。研究実施の効率性を向上させるために、火災リスク算定の支援ツールを開発することで、入出力

の容易化、作業負荷の低減を図った。 

 

裏面有り 
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●研究の実施体制 

 
 

 
●研究の年度計画と研究費配分 

 

年度計画と研究費配分 

区分 

（目標、サブテーマ、分野等） 

実施年度 

総研究費 
約４５ 

［百万円］ 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 研究費配分 

１）火災リスク算定法の開発 

   

約３３ 

［百万円］ 
   

   

２）避難安全性能の目標水準の提示  

  

約１２ 

［百万円］ 

 

（有効性） 
本研究の成果を反映して現行法規との同等性評価が将来的に可能となれば、合理的な適合みなし仕様

の策定等の基準改正につながるだけでなく、社会状況の変化に対して見落とされていたリスクの把握、

実態に応じた避難安全対策の合理的選択につながり、高齢化社会や既存雑居ビル改修等への対応の円滑

化、火災安全設計の最適化に寄与する。また、火災リスク評価はイギリス、フランス等の先進国で導入、

検討されている。我が国においても、将来の国際規格化の検討再開に向けて、先行的に取り組み、検討

しておくことが重要である。 

       フレームワークの構築        

  統計データの調査   

      実験等による検討       

現行規定における火災リスクの

算定              

目標水準の検討 
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４．今後の取り組み 
 解決すべき課題として、設備の作動性の実態把握、避難誘導等のソフト対策の評価、算定結果の

妥当性の検討など。 

 避難安全性能の目標水準の提示。 

 火災リスク算定法を、入出力を簡易化するインターフェースとともに公開し、多くの研究者から

フィードバックを受けて改訂。 

 防火避難規定の合理化に向け、更に多角的な検討が必要。H28総プロで実験を主に検討予定。 
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＜
目

標
の

達
成

度
＞

◎
：
十

分
に

目
標

を
達

成
で

き
た

。
　

○
：
概

ね
目

標
を

達
成

で
き

た
。

　
△

：
あ

ま
り

目
標

を
達

成
で

き
な

か
っ

た
。

　
×

：
ほ

と
ん

ど
目

標
を

達
成

で
き

な
か

っ
た

。

研
究

開
発

の
目

的
研

究
開

発
の

目
標

研
究

成
果

研
究

成
果

の
活

用
方

法
（
施

策
へ

の
反

映
・
効

果
等

）
目

標
の

達
成

度
備

考

研
究

課
題

名
：
建

築
火

災
時

お
け

る
避

難
安

全
性

能
の

算
定

法
と

目
標

水
準


に
関

す
る

研
究




　
本

研
究

で
は

、
火

災
シ

ナ
リ

オ
想

定
に

必
要

な
火

源
規

模
・

設
備

の
作

動
状

況
・

避
難

特
性

（
避

難
開

始
時

間
、

歩
行

速
度

な
ど

）
な

ど
に

つ
い

て
、

実
験

や
調

査
に

基
づ

き
、

そ
れ

ぞ
れ

の
変

数
の

範
囲

を
定

め
、

確
率

分
布

を
定

め
た

。
こ

れ
に

よ
り

、
変

数
間

の
組

み
合

わ
せ

が
広

範
に

な
り

、
様

々
な

火
災

シ
ナ

リ
オ

の
想

定
が

可
能

に
な

っ
た

。
　

開
発

し
た

算
定

法
で

は
、

現
行

の
避

難
安

全
検

証
法

と
同

様
、

あ
る

火
災

シ
ナ

リ
オ

下
の

逃
げ

遅
れ

人
数

を
決

定
論

的
に

特
定

す
る

が
、

こ
れ

を
様

々
な

火
災

シ
ナ

リ
オ

で
行

い
、

そ
れ

ぞ
れ

の
火

災
シ

ナ
リ

オ
の

発
生

確
率

も
考

慮
し

、
火

災
リ

ス
ク

を
計

算
可

能
と

し
た

。
（

た
だ

し
、

火
災

シ
ナ

リ
オ

を
想

定
す

る
際

、
設

備
の

作
動

状
況

だ
け

で
な

く
、

避
難

誘
導

等
ソ

フ
ト

対
策

の
効

果
も

考
慮

す
る

必
要

が
あ

る
。

ま
た

、
ケ

ー
ス

ス
タ

デ
ィ

を
多

数
実

施
し

、
リ

ス
ク

要
因

の
モ

デ
ル

化
が

適
当

で
あ

る
か

、
実

態
を

反
映

し
た

評
価

と
な

っ
て

い
る

か
、

確
認

が
必

要
で

あ
る

。
）

　
暫

定
的

な
算

定
法

に
よ

り
検

討
を

行
っ

た
。

（
上

記
課

題
を

解
決

し
た

う
え

で
、

確
実

な
値

を
提

示
す

る
必

要
が

あ
る

。
）

◎ ○

建
物

特
性

、
在

館
者

特
性

に
応

じ
た

合
理

的
な

避
難

安
全

性
能

の
確

保

火
災

リ
ス

ク
算

定
法

の
開

発
既

存
建

築
物

の
効

果
的

な
防

火
避

難
対

策
の

選
択

（
当

面
の

活
用

と
し

て
）

　
既

存
建

築
物

に
対

し
て

、
万

一
火

災
が

発
生

し
た

際
に

、
損

害
を

極
力

軽
減

す
る

た
め

の
対

策
を

講
じ

て
お

く
こ

と
の

重
要

性
が

認
識

さ
れ

つ
つ

あ
る

。
増

改
築

や
用

途
変

更
な

ど
を

行
う

場
合

、
避

難
施

設
、

排
煙

規
定

な
ど

は
現

行
規

定
へ

の
適

合
が

求
め

ら
れ

る
。

自
主

的
に

対
策

を
講

じ
る

場
合

に
お

い
て

も
、

現
行

法
に

合
わ

せ
る

こ
と

が
望

ま
し

い
が

、
完

全
に

遡
及

さ
せ

る
の

は
現

実
的

に
困

難
で

あ
る

。
こ

の
よ

う
な

場
合

、
火

災
リ

ス
ク

算
定

法
を

活
用

し
、

諸
対

策
の

効
果

を
評

価
し

た
う

え
で

、
比

較
的

簡
易

で
あ

り
な

が
ら

リ
ス

ク
を

大
き

く
軽

減
で

き
る

対
策

の
選

択
が

可
能

に
な

る
。

社
会

的
効

果
（

将
来

的
に

、
建

物
特

性
・

在
館

者
特

性
に

応
じ

た
合

理
的

な
避

難
安

全
性

能
の

確
保

に
活

用
さ

れ
た

場
合

）
・

避
難

弱
者

等
の

リ
ス

ク
の

軽
減

・
避

難
安

全
対

策
の

合
理

的
な

選
択

・
新

技
術

の
導

入
促

進
に

よ
る

設
計

自
由

度
拡

大
避

難
安

全
性

能
の

目
標

水
準

の
提

示
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研究概要書：木造 3 階建学校の火災安全性に関する研究 
 

研究代表者名：建築研究部長  澤地 孝男 

関係研究部：建築研究部 

研究期間：平成２３年度 ～ 平成２６年度 

総研究費：３百万 

(木造建築基準の高度化推進事業：平成 23 年度 417、平成 24 年度 522, 平成 25 年度 238 百万) 
 
１．研究開発の概要 

公共建築物木材利用促進法(H22.5)」、規制・制度改革に係る対処方針(H22.6)において、

建築基準法上は耐火建築物とすることが要求されている「木造３階建学校」等について、

必要な研究の上で基準を見直すように求められている。こうした状況を踏まえて、木造３

階建学校の実大火災実験や関連する要素実験、区画火災実験、シミュレーション等の調査

検討を行い、これらの建築物の火災時の安全性を確保するための基準の整備に資する検討

を行った。 

 
２．研究開発の目的・目標 
木造３階建学校建設を可能にするため、火災時に安全な避難ができること、火災による

周囲への熱・火の粉・倒壊などの影響が少ないこと、急速な倒壊などによる消防活動上の

障害が少ないこと等の安全性確保について、建築基準法の見直しに必要な技術的知見を収

集し、基準案を作成すること、および性能を満たす部位の例示仕様の作成を目的とする。 

 

 
３．自己点検結果 
（必要性） 
木材は鉄等に比べて環境負荷の少ない材料であり、国産材の活用により林産業の活性化

につながるなど、社会的・経済的な意義が大きい。木造３階建学校に関する防火基準案の

作成は、国自らが実施すべきである。また、基準の検討には、実際の建物部材の耐火性能、

避難安全性、火災拡大性状などの把握が必要なため、実大規模の火災実験を実施した。 
 

（効率性） 
本研究を実施する上で、技術基準整備に必要なデータの収集整理については、国土交通

省住宅局の補助事業「木造建築基準の高度化推進に対する検討を行う者に対する補助事業」

にて実施した。基準見直しのためには、実験の計画・建物建設の段階から補助事業の事業

主体と密接に連携するため、共同研究契約を締結して検討を進めた。当初平成 23～27年度

までの実施計画であったが、効率的な実施により平成 26年度に当初予定を完了した。 
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●研究の実施体制 

技術基準案の方針を国土技術政策総合研究所が行い、その方針に沿って、事業主体と共

同しながら建物要素部材等の性能確認に関する研究および上階延焼や火災成長等に関する

研究により、幅広い適合仕様を検討し、実大火災実験のデータに基づいて、木造３階建学

校建設を可能とする基準案を作成する部分から構成する。実験で得られた知見を基に、木

造３階建学校の技術基準案を作成した。 

 

 

【共同研究】 

実験建物設計・見積・木材発注 

【全体会議】 

実験建物・実験計画の検討 

・教室規模実験・部材実験 

・避難安全検証 

・実大建物火災実験 

 

実験建物建設 

実験準備・実施 

技術基準案の方針の検討 

データ解析・シミュレーション 

【全体会議】 

実験結果とりまとめ 

国土交通省指導課と協議の上、技術基準案

のとりまとめ 

 

国土交通省 

国土技術政策総合研究所 

「木造建築基準の高度化推進に対す

る検討を行う者に対する補助事業」 

事業主体(早稻田大学、秋田県立大

学、現代計画研究所、三井ホーム、

住友林業) 

建築研究所 
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●研究の年度計画と研究費配分 

木造建築基準の高度化推進事業の事業費は、平成 23年度 417、平成 24年度 522, 平成

25年度 238百万であった。 

 

年度計画と研究費配分 

区分 

（目標、サブテーマ、分野等） 

実施年度 

Ｈ２３ 

2百万 

Ｈ２４ 

－ 

Ｈ２５ 

－ 

Ｈ２６ 

－ 

建物要素部材等の性能確認に関する 

研究 

    

火災成長、上階延焼抑制等に関する研究     

実大火災実験に基づく火災安全性に関

する研究 

    

 

 

 

 

（有効性） 
本研究による木造３階建学校の技術基準案に基づき、建築基準法の関係規定(法 21、27

条)が改正された(H27.6施行)。改正により、所定の要件を満たす大規模建築物、特殊建築

物が木造で建築可能となった。 
 
４．今後の取り組み 
法 21 条、法 27 条関連告示、耐火構造、準耐火構造等(CLT パネル等)に関して、基準整

備促進事業を活用した例示仕様(告示)の拡充を検討中である。 

木造建築物の普及に向けて、文部科学省や林野庁等と連携を図りながら、木造建築物の

火災安全設計に関する技術解説書の整備などを進める。 

実験実施 

基準案の作成 

モデル化等の検討 

 
対策手法及びその適用性の検討 

基準案作成 

実大区画実験の実施 

準備実験の計画検討 

本実験の計画検討 

 
本実験実施 

基準案作成 

準備実験実施 

実験計画の検討 

シミュレー 
ション実施 

小規模区画実験 

予備実験の計画検討 

予備実験実施 
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研究概要書：沿岸都市の防災構造化支援技術に関する研究 
 

研 究 代 表 者：都市研究部長  佐藤研一 
関 係 研 究 部：都市研究部、防災・メンテナンス基盤研究センター 
研 究 期 間：平成２４年度～平成２６年度 
総 研 究 費：約４３百万円 
技術研究開発の段階：中期段階 

 
 
１．研究開発の概要 

東北地方太平洋沖地震は、被災した沿岸の都市において、津波に対する避難、防災拠点

施設の機能確保、広範囲の液状化など、巨大地震に対する防災上の脆弱性を明白にした。

今後、巨大地震が想定される沿岸地域の都市においては、これらの課題に対する備えを検

討し、防災に関するまちづくり計画に反映させながら、防災構造化を進めていく必要があ

るが、これまでの想定を超えるものであったことから、計画策定や支援策の充実にあたっ

て拠り所となる技術的な指針・基準類や計画手法が確立されていない。 

このため、巨大地震時の津波被害と宅地液状化という新たに浮上した我が国の沿岸都市

の脆弱性の克服に当たり、国の技術指針類の整備に先立ってその中核となる技術的データ

や計画策定支援技術を整備した。 

 
２．研究開発の目的・目標 
巨大地震に備える防災構造化に関する計画策定（市街地整備による避難安全性確保、防

災拠点施設の機能継続、宅地液状化対策等）の支援・評価技術を開発することを目的とし、

津波避難シミュレータ、防災拠点の機能の確保手法、宅地における液状化対策の技術指針

類の根拠データを作成する。 

 
３．自己点検結果 
（必要性） 
東日本大震災を契機に、同様の被害が予想される沿岸都市では、従来の想定を超えた対

策に対応する適切な計画立案方法のニーズが共通的に求められており、津波避難対策の見

直しや、共通的な沿岸都市の防災構造化の計画支援技術の整備が必要とされている。また、

既造成宅地の液状化に対する対策の推進体制を確立するために、その技術的な基礎となる

基準類の整備を早急に行う必要がある。 

 

（効率性） 
避難シミュレーションモデルの開発は、開発済みの市街地火災及び避難のシミュレーシ

ョン技術を元に効率的に行うともに、液状化対策の技術基準や耐液状化改修工法の検討に

ついても、電算解析を中心に効率的に行った。 
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●研究の実施体制 

国総研 都市研究部
防災・メンテナンス基盤研究センター

（研究開発）

地方公共団体
（津波防災まちづ

くりの推進）

本省 都市局

（都市防災、
宅地液状化対策を所管）

(独)都市再生機構

（津波防災まちづ
くりの支援）

連
携

東京大学・東北大学
（津波避難に関する評価

技術）

京都大学
東京海洋大学

(国研)土木研究所
（防災拠点確保の計

画手法）

東京大学・東京電機大学・
(一財)ベターリビング

（液状化に関する評価技術）

課題全般に意見聴取
WG等で意見聴取
個別に意見聴取

意見聴取

 

 
●研究の年度計画と研究費配分 

年度計画と研究費配分 

区分（目標、テーマ、分野等）
実施年度 総研究費

Ｈ2４ Ｈ2５ Ｈ2６ 研究費配分

（研究費［百万円］） 約15.0 約14.6 約13.4 総額約43.0

①避難安全性に基づく市街地整備
の計画手法

約13.５
［百万円］

津波避難及び防災拠点機能の
リダンダンシー確保を併せた
計画手法のケーススタディ

約6.8
［百万円］

②大規模被災時の防災拠点機能の
リダンダンシー確保の計画手法

約9.2
［百万円］

③
③宅地の液状化対策の技術基
準化に向けたデータ整備

約13.5
［百万円］

歩行避難モデル化

津波計算結果読み
込み機能作成

車両避難モデル化

津波避難安全性評価システム作成

避難阻害箇所等抽出プ
ログラムの作成

防災拠点機能の喪
失・回復状況の整理

代替性等に関する検討

空間スケール別の対
策適用性の検討

被災都市での効果検討

対策実施時の有効な組
み合わせ・優先順位設
定の検討

沿岸都市の特性・防災
拠点施設等の実態把握

データ整備

防災拠点機能確保の計画案作成

ケーススタディ実施

被災宅地データ分析

地盤特性・工法別の効
果分析 宅地の液状化対策の技術基準化の検討

液状化対策の基準策定
に向けたデータ整備

 

（有効性） 
防災構造化計画策定支援技術については、沿岸都市の各自治体が必要とするノウハウが

共通的に整備されたことで対策推進の効果が図られる。また、津波対策、液状化対策とも、

国の基準・指針類が整備されたことにより、国内における対策が適切かつ効率的に進めら

れることが期待される。 
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４．今後の取り組み 
本研究開発で得られた成果は、本省都市局と連携・協議しつつ、国総研資料の刊行、国

総研ＨＰへの掲載等により公表し、普及を図る。 

「津波避難シミュレータ」については、地方公共団体やまちづくりコンサルタント等が

容易に操作できるよう、利用者からの要望に応じて操作性等の改良を継続的に行うととも

に、技術的支援を行っていく。 

「津波防災都市づくりにおける都市防災拠点機能確保のための検討の手引き（案）」につ

いては、国総研出前講座、技術指導等を通じて、地方公共団体の取り組みに対して技術的

支援を行っていく。 

宅地の液状化対策関係については既に本省施策への反映及びツール類の一般公開を行っ

ているところであり、既にツールを活用している地方公共団体の要望等に応じて、必要な

改良とともに技術的支援を今後も継続していく。 
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低

下
工

法
の

検
討

・
調

査
に

つ
い

て
 （

ガ
イ

ダ
ン

ス
（

案
）

）
（

国
土

交
通

省
都

市
局

・
国

土
技

術
政

策
総

合
研

究
所

、
平

成
2

5
年

1
月

）
へ

反
映

 ・
液

状
化

被
災

市
街

地
に

お
け

る
格

子
状

地
中

壁
工

法
の

検
討

・
調

査
に

つ
い

て
 （

ガ
イ

ダ
ン

ス
（

案
）

）
（

国
土

交
通

省
都

市
局

・
国

土
技

術
政

策
総

合
研

究
所

、
平

成
2

5
年

４
月

）
へ

反
映

○
被

災
地

の
液

状
化

対
策

工
法

選
定

に
活

用
さ

れ
、

潮
来

市
、

神
栖

市
、

鹿
島

市
、

千
葉

市
、

久
喜

市
で

「
地

下
水

位
低

下
工

法
」

を
採

用
。

浦
安

市
で

「
格

子
状

地
中

壁
工

法
」

を
採

用
。

◎

研
究

課
題

名
：
沿

岸
都

市
の

防
災

構
造

化
支

援
技

術
に

関
す

る
研

究
 （

事
項

立
て

課
題

）

研
究

開
発

の
目

標

津 波 対 策 の

都 市 改 造

都 市 地 盤 の

液 状 化 抑 制

津
波

対
策

と
し

て
の

防
災

構
造

化
計

画
策

定
支

援
技

術
の

開
発

沿
岸

都
市

の
防

災
構

造
化

支
援

技
術

の
開

発

 

第 6回（第二部会） 

資料 3-4 
 

＜
目

標
の

達
成

度
＞

◎
：
十

分
に

目
標

を
達

成
で

き
た

。
　

○
：
概

ね
目

標
を

達
成

で
き

た
。

　
△

：
あ

ま
り

目
標

を
達

成
で

き
な

か
っ

た
。

　
×

：
ほ

と
ん

ど
目

標
を

達
成

で
き

な
か

っ
た

。
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